
名目消費支出 実質消費支出
実質可処分所得
（勤労者世帯）

平均消費性向
（勤労者世帯）

前年比 前月比 前年比 前月比 前年比 可処分所得に対する割合

2021年 1 -6.8 -6.7 -6.0 -7.2 -2.2 77.5 
2 -7.1 2.0 -6.5 1.8 -0.5 63.0 
3 6.0 6.6 6.5 6.8 -0.6 87.5 
4 12.4 -0.4 13.9 0.3 4.1 77.0 
5 11.5 -1.8 12.5 -2.1 -3.1 86.4 
6 -4.9 -2.5 -4.3 -2.6 -13.6 38.8 
7 0.3 -1.1 0.7 -1.4 -3.7 56.2 
8 -3.5 -2.8 -3.0 -2.4 4.2 65.0 
9 -1.7 4.1 -1.9 3.5 2.2 75.9 

10 -0.5 3.0 -0.6 3.5 0.5 68.2 
11 -0.6 0.1 -1.3 -0.4 1.9 77.2 
12 0.7 0.7 -0.2 0.5 5.7 37.3 

2022年 1 7.5 -0.3 6.9 -0.7 2.6 79.4 
2 2.2 -2.9 1.1 -3.4 0.1 63.3 
3 -0.8 4.2 -2.3 3.8 3.4 83.3 
4 1.2 1.2 -1.7 0.6 -3.6 78.8 
5 2.4 -1.0 -0.5 -1.4 -5.1 87.6 
6 6.4 1.1 3.5 1.1 -1.2 40.8 
7 6.6 -0.8 3.4 -1.0 -5.0 60.2 
8 8.8 -0.5 5.1 -0.9 -2.2 70.4 
9 5.9 1.1 2.3 0.8 0.1 77.7 

10 5.7 1.3 1.2 0.7 -1.9 70.0 
11 3.2 -0.1 -1.2 -0.4 -0.9 75.5 
12 3.4 -0.7 -1.3 -1.4 -1.7 37.2 

2023年 1 4.8 3.1 -0.3 2.7 -2.8 81.8 
2 5.6 -2.8 1.6 -2.4 -1.0 64.4 
3 1.8 -0.6 -1.9 -0.8 -5.0 83.5 
4 -0.5 -0.4 -4.4 -1.3 -0.6 73.9 
5 -0.4 -1.0 -4.0 -1.1 -7.4 90.2 
6 -0.5 1.1 -4.2 0.9 -5.1 41.1 
7 -1.3 -2.5 -5.0 -2.7 -6.4 59.7 
8 1.1 4.0 -2.5 3.9 -5.4 69.3 
9 0.7 0.3 -2.8 0.3 -4.7 78.2 

10 1.3 0.9 -2.5 -0.1 -5.1 71.3 
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家計調査（2023年10月）
－弱い動きが続く－

実質家計消費は前年比2.5％減、前月比0.1％減と減速

総務省から10月の家計調査が公表された。実質消費支出が前年比－2.5％、前月比では−0.1％、名目消費支出が前年比
＋1.3％、前月比で＋0.9％となり、物価上昇の中、実質消費の弱さが改めて浮き彫りとなった。実質消費の変化に寄与した

品目の内訳をみると、ストーブ・エアコンなどの家庭用耐久財、洋服などの被服及び履物、野菜・海藻・肉類といった食料が消
費支出の減少に寄与した。一方で自動車購入や外食といった費目が消費支出の増加に大きく寄与している。

実質可処分所得（勤労者世帯）の動きをみると、10月は前年比－5.1％と昨年10月以降13か月連続の前年比減少となり、
減少度合いは再び5％台となった。勤労者世帯の可処分所得は名目で前年比－1.4％、実質で同－5.1％となり、物価上昇に
よる実質ベースの所得押し下げ効果は－3.7％となる。実質可処分所得の減少が実質消費の減少に引き続き影響している。

図表1：家計調査の概要 （単位：％）

出所：総務省より筆者作成。



総務省による、SNAベースの家計最終支出に相当する10月の実質消費支出総額（CTIマクロ）は103.3（2020年＝100）とな
り、9月から0.1％増加した。2022年9月以降、ほぼ横ばいの状況が続く。2018年1月から2019年9月（2019年10月の消費税
率引き上げ前のタイミング）までの平均値と10月の実質消費支出総額の水準を比較すると、未だ2％ほど、10月の実質消費
支出総額が下回る状況である。2023年4-6月期のCTIマクロ前期比は0.5％減少だったが、7-9月の前期比は0.1％減である。
10月の値は7-9月期対比で0.1％増となったが、2四半期連続での前期比マイナスの後という目線からも弱い動きといえるだ
ろう。
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実質消費の減少が続く中、根強いインフレ圧力

総務省では、消費支出の内訳の品目を支出弾力性という指標で基礎的支出（必需品的なもの）と選択的支出（ぜいたく品的
なもの）に分類し、各品目の支出金額を合算した金額と名目、実質の変化率を毎月公表している。支出弾力性とは、消費支
出総額の変化率に対する各費目の変化率の比を指しており、この比が1未満、つまり消費支出総額の変化ほど毎月の支出

額に変化がない品目を基礎的支出としている。基礎的支出には、食品、家賃、光熱費、保健医療サービスなどの支出が該当
する。一方、選択的支出とは、支出弾力性が1以上の費目を言い、教育費、パソコンなどの支出や月謝などが含まれる。

図表2は基礎的支出・選択的支出の実質前年比の推移をみている。2022年11月以降、基礎的支出の前年比はマイナスと
なり、10月は－3.4％と落ち込みが続いている。選択的支出も2023年2月は同＋5.1％と増加したが、3月以降は減少が続く。
10月は－1.2％となった。図表3は基礎的支出と選択的支出それぞれの名目変化率、実質変化率を用いて価格変化率を計
算した結果である。基礎的支出の価格変化率は2021年5月以降プラスとなり、以降伸びを強めて2023年1月には前年比＋
6.1％まで高まったが、その後伸びは弱まっていき10月は同＋3.5％となった。また、選択的支出の価格上昇率をみると、
2022年4月以降プラスとなり、伸びを強めていたが、2023年10月は＋4.2％と再び伸びが加速している。

前回のレポートでインフレ圧力に変化の兆候があるかもしれないと述べたが、2023年10月の結果からは、実質支出の減少
が続く中で、価格変化率が再び持ち直しているようにもみえる。インフレ圧力が今後弱まっていくことになるのか注目である。

図表2：基礎的支出・選択的支出の実質前年比推移 図表3：基礎的支出、選択的支出の価格変化率
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出所：総務省より筆者作成。
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